
(別紙１)

島根県

海士町 西ノ島町 知夫村 隠岐の島町 合計
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16,266 44,404 9,548 107,323 177,541

0

0 2,036 200 10,005 12,241

1,601 1,106 2,707

0

435 200 8,899 9,534

交付事務の委託料

基本交付金のうち漁業の再生に関する話合い等

うち特認離島への交付額

海洋レジャーへの取組

伝統漁法の取組

漁労技術の向上の取組

販路拡大

その他（以下に具体的な内容を記載。）

集落協定の管理体制における担当者の報酬

交付金額（千円）

協業化による経営収支の改善・安全性の向上

低・未利用資源の活用

品質の均一化に向けた取組

高付加価値化

流通体制改善

簡易加工

基本交付金のうち漁業の再生に関する実践的な取組

新たな漁具・漁法の導入

新規漁業への着業

新規養殖業への着業

産卵場・育成場の整備

漁場監視

その他（以下に具体的な内容を記載。）

うち協定対象漁業世帯数

うち特認離島分

市町村名

協定対象漁業集落数

うち特認離島分

集落協定を構成する漁業集落数（①）

うち特認離島分

構成員数
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基本交付金のうち漁業の再生に関する話合い等

話合い・備品に関する経費

平成29年度離島漁業再生支援交付金実績報告（都道府県）

対象地域内の漁業集落数（②）

漁場の管理・改善

都道府県名

 
１
　
 
 
集
 
落
 
協
 
定

事業実施率（％）（①／②）

基本交付金のうち漁場の生産力の向上に関する取組

種苗放流



3,201 6,737 7,909 40,593 58,440

1,237 4,200 7,265 12,032 24,734

1,964 306 5,114 7,384

2,537 15,707 18,244

338 7,740 8,078

0

12,845 34,131 1,139 54,320 102,435

6,676 18,851 96 6,331 31,954

0

0

2,365 2,365

0

701 1,412 2,113

8,799 246 9,045

1,352 5,165 6,517

916 13,820 14,736

0

0

5,240 5,240

1,448 3,271 96 66 4,881

4,721 942 19,921 25,584

220 1,500 300 2,405 4,425

海士町 西ノ島町 知夫村 隠岐の島町 合計

0 0 0 0 0

0

0

海士町 西ノ島町 知夫村 隠岐の島町 合計

4 1 0 6 11

1 1

1 1

1 1

1 1

1 1

1 1

1 1

1 1

1 1

1 1

1 1 漁具倉庫等施設整備費

 漁船係留場整備費

 その他

種苗コレクター

 先進地視察

 共同利用漁船整備費

 操業の安全性向上事業

 操業効率向上漁具購入費

食品乾燥機、冷凍庫

伝統漁法の取組

漁労技術の向上の取組

小型金属検出器

漁場の再生に関する実践的な取組

 その他

（自由記載）

（自由記載）

離島漁業再生支援推進交付金

漁場の生産力の向上に関する取組

その他

高付加価値化

流通体制改善

簡易加工

海洋レジャーへの取組

新規養殖業への着業
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協業化による経営収支の改善・安全性の向上

低・未利用資源の活用

基本交付金のうち漁業の再生に関する実践的な取組
に要した経費

種苗放流

基本交付金のうち漁場の生産力の向上に関する取組
に要した経費

新たな漁具・漁法の導入

新規漁業への着業

漁場の管理・改善

産卵場・育成場の整備

視察（定置網・日東製網株式会社）

就業者確保対策（引っ越し費用助成等）

品質の均一化に向けた取組

販路拡大

漁場監視

その他


